
２．金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
です。 （単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊） 時価（＊） 差 額

\ 投資有価証券 300¶000 300¶000 `

] 現金及び預金 2¶303¶537 2¶303¶537 `

^ 有価証券 50¶000 50¶000 `

_ 未払金 (1¶537¶142) (1¶537¶142) `

（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 16¶475¶633 232¶006 8¶158 16¶699¶481 5¶188¶537 642¶670 35¶557 ` ` 11¶475¶386

構 築 物 2¶172¶953 9¶316 338 2¶181¶932 1¶646¶871 53¶010 549 ` ` 534¶510

機 械 装 置 39¶584 ` ` 39¶584 22¶507 4¶150 ` ` ` 17¶076
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５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準 低価法
評価方法 最終仕入原価法

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
日本相互証券が公表する第328回国債の平成25年３月29日利回り終値を参考に0•560％で計算

しております。
８．リース取引の会計処理

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

Ó．貸借対照表関係
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 4¶714¶273千円
運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 313¶062千円

Ô．キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 2¶303¶537千円
定期預金 � 200¶000千円
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資金期末残高 2¶103¶537千円
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２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 357¶182千円
現物寄附の受入 190¶171千円

Õ．減損損失関係
１．減損の認識
該当事項はありません。

Ö．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に
基づき、預金等を保有しております。また、株式を保有しておりますが、本学の業務を不当に拘
束することはありません。

(注１) 金融商品の時価の算定方法

\ 投資有価証券及び^ 有価証券

このうち、譲渡性預金の時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、金銭信託については預金と同様の性

格を有するものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

] 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

_ 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(注２) 非上場株式（貸借対照表計上額０千円）及び新株予約権（貸借対照表計上額０千円）は、

市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握すること

がきわめて困難と認められるため、「\ 投資有価証券」には含めておりません。

×．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ø．重要な後発事象

該当事項はありません。
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